






















































































































































裁判官による終局決定全体の約 3 分の 2 を占めている 12。そして、ドイ






















た。検索条件に合致した項目件数 280 件のうち、1980 年から 1989 年が





1970 年から 1979 年は毎年 10 件未満、1980 年から 1989 年は 10 件以上
20 件未満、1990 年代初期に 20 件以上から同年代末には約 160 件まで増











的戦い」を主たるテーマとして開催された。10 年後の 1975 年の秋季会
議では、全体テーマとして「警察と予防」の関係について議論された。


















































































































同じく 1997 年、家族・女性・高齢者・少年省（Bundesministerium 






1999 年、「連邦交通・建設・都市開発省」（Bundesministerium für 























準備をし、2005 年 9 月には、共同体はリューベックで第 1 回ドイツ犯
罪予防会議を成功裏に開催した 26。参加者はいささか少数であった（186

















































（European Forum for Urban Security, EFUS）30、「国際犯罪防止セン
ター」（International Center for Crime Prevention, ICCP）31、「世界保
健機構」（World Health Organization, WHO）32、「国連未来都市居住環
境」（UN-Habitat for a Better Urban Future）33、「韓国犯罪学研究所」
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【訳者解題】
本稿は、“Hans-Jürgen Kerner: Applied Crime Prevention as a 
Continuous Challenge for State, Municipalities and Citizen’s Asso-
ciations Alike. Reflections on the Case of Germany. In: Andrea 
Borbíró et al. (Eds.): A Bünetö Hatalom Korlátainak Megtartása: A 
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警察庁によれば、刑法犯の認知件数は 2002 年に戦後最多の 285
万 3739 件を記録したが、翌 2003 年から 12 年連続で減少し、2014













を出所した元受刑者への「協力雇用主」として約 1 万 2 千社が登録
しているが、実際に雇用しているのは 472 社にとどまる。政府は、
2015 年 4 月に元受刑者らを雇用する企業への補助金を 12 万円から
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72 万円に引き上げ、さらに、全国 54 の自治体は公共工事入札で協
力雇用主への優遇制度を導入している。しかしながら、これらの施
策について、前者は全国展開には程遠い状況にあり、後者も積極雇
用しているとは説明できない。
以上の状況を鑑みるならば、わが国では、国家、自治体、市民団
体が一体となって犯罪予防の戦略を展開しているとは決して言えな
いであろう。未完ではあるものの、ドイツ犯罪予防会議のように、
国家、自治体、市民団体を結集して、総合的な犯罪予防戦略を展開
することが必要である。国家、自治体、市民団体が犯罪予防のため
のネットワークを構築し、市民が積極的に参加する形態においての
応用的な犯罪予防を展開することが喫緊の課題となっている。
（はんす・ゆるげん・けるなー　テュービンゲン大学法学部名誉教授）
（たけむら・のりよし　桐蔭横浜大学法学部教授）
